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熊本・大分地方を震源とする一連の
地震は、５月の連休後も余震が続いて
いるものの、復興の動きが本格化して
いる。18万人を超えていた避難者の数
は、８日時点で1万3,883人となり減り
つつあるが、引き続き避難生活を強い
られている人たちは、精神的ストレス
が大きく継続的な支援が必要となって
いる。

４月14日夜に熊本地方で震度７の地
震が発生したのに続き、16日未明に益
城町で震度７を観測する本震が発生。
強い揺れを伴う余震が続き被害が拡大
した。その後、ライフラインや交通機
関は１週間ほどで復旧が進んだ。電力
は20日にはほぼ回復した。

災害ボランティアの受け入れも始ま
り、復興に向けた動きが本格化する中
で、被災地の病院では職員の疲労が蓄
積している。余震が続いているため、
注意が必要な状況が継続している。

●�復旧が本格化　慢性期の医療ニーズ
に対応
全日病は４月15日に西澤寛俊会長を

本部長、加納繁照常任理事（救急・防

災委員会委員長）を統括副本部長とす
る災害対策本部を設置。厚生労働省や
日本医師会との連携体制を確立すると
ともに、AMATを派遣し、日本医療
法人協会と共同で支援活動を行うこと
を決定した。

これを受けて、織田病院（佐賀県）
とヨコクラ病院（福岡県）が15日に熊
本に入り、情報収集と救援活動を開
始。16 〜 17日には、市比野記念病院、
サザンリージョン病院、国分中央病院

（いずれも鹿児島県）が強い余震が続
き大渋滞の中で支援物資の搬送に当た
った。AMATは16日以降、白鬚橋病院、
永生病院、南多摩病院（いずれも東京
都）、霧島記念病院（鹿児島県）、赤穂
中央病院（兵庫県）が順次活動を展開
した。25日時点で、支援活動を行った
全日病AMATは11隊・43人である。

被災地では余震が続く中で、日々変
化する状況の把握と支援の調整が不可
欠となった。このため日本医療法人協
会から伊藤会長代行（社会医療法人大
雄会理事長）が16日に現地に入った。
同時に、支援物資の確保・供給に当た
るため全日病事務局から職員１人が派
遣され、青磁野リハビリテーション病
院を拠点に活動。全日病の織田副会長
と安藤副会長が現地に入り、情報収集
を行った。

14日の地震発生から３日目までは、
水、食料、オムツなどの物資が不足し
たが、支援活動により供給が加速し、
５日目以降、物資の不足は解消に向か
っている。地震直後の急性期医療では、
脳外科や整形外科が必要とされ、麻酔
科医が不足したが、急性期を乗り切っ

た後は慢性期の医療ニーズへの
対応が中心となっている。時系
列で変わる状況に対応して、人
的・物的支援の調整が必要とな
った。

現地では、行政の対応の遅れ
もあり、ニーズの把握と調整が
不十分で、支援物資があっても
必要な人に届いていない状況も
みられた。とくに避難所の体制
整備が課題だ。

安藤副会長は現地の調査を踏
まえ、「避難所における指揮命
令系統を明確にして、チーム医
療が機能する体制をつくる必要
がある。とくに小児科のニーズ
があり、地域の医師会との連携
が必要だ」と指摘。可能であれ
ば、医療スタッフとのパイプ役
として保健師の配置を考えるべ
きだと述べている。

●�被災地のニーズを把握し、会員病院
を支援
４月24日には、被災地に近い福岡、

佐賀、長崎の各県の支部長、病院長が
博多市内で今後の支援方針を協議した。
集まったのは、福岡県の陣内支部長、
長崎県の井上支部長、田主丸中央病院

（福岡県）の鬼塚院長で、佐賀県から
全日病の織田副会長が加わった。支援
物資については供給が充足しつつある
ことから、今後はマンパワーの支援に
重点を移す必要があるという認識で一
致した。熊本市内の病院では、職員自
身が被災しながら、医療活動を支えて
いる状況。十分な睡眠がとれない中で

通常以上の業務を担い、疲労が蓄積し
ている。

こうした状況を踏まえ織田副会長は、
「医師だけでなく、あらゆる職種の支
援が必要だ。民間の中小病院の立場か
ら、長期的な視点で支援を考える必要
がある」と述べる。

東日本大震災の経験からも、急性期
の医療ニーズが終息した後は、慢性期
の医療ニーズへの対応が重要になるこ
とは明らかだ。被災地の病院が通常の
医療を提供できるように効果的な支援
を行うことが課題。現地の会員病院の
ニーズを把握した上で、JMATとの役
割分担を調整しつつ、支援体制を構築
することが求められる。

復興への取組みが本格化熊本地震
全日病がAMATを派遣　被災地に対する長期的な支援が重要に

厚労省は４月20日の「医療従事者の
需給に関する検討会」（森田朗座長）と
医師需給分科会との合同会議に、これ
までの議論をふまえた医師偏在対策と
ともに、今後３年間の医学部入学定員
を今年度と同じ9,262人の水準とする
考えを示した。医師偏在対策では、一
定の公的な強制力を伴う対策が並んだ。

厚労省は３月30日の同分科会で、将
来の医師需給推計の結果を公表。医師
数は2024年には均衡し、その後は供給
が需要を上回り、2040年には医師が約
3.4万人過剰になると推計した（中位
推計）。将来的な医師過剰から、現状
の暫定的な医学部入学定員増をどこか
の時点で打ち切ることの検討とあわせ、
医師偏在対策の議論を求めている。

医師偏在対策では、一定の公的な強
制力を伴う対策が多く盛り込まれた。

医学部定員、臨床研修、専門医制度
に関し、都道府県の医師数の格差が一
定以上にならないよう、それぞれに枠
を設ける。臨床研修などではすでに一
定の枠があるが、格差をさらに縮小す

る。地域医療支援センターは機能を強
化し、医師のキャリア形成支援や配置
調整ができるようにする。

医療計画では、医師の偏在が続く場
合に「十分ある診療科の診療所の開設
について、保険医の配置・定数の設定
や自由開業・自由標榜の見直しを含め
て検討」とした。医籍登録番号などを
活用した医師の従事先をたどれるデー
タベースを構築することも検討する。

特定の医療機関（臨床研修病院、地
域医療支援病院、診療所等）の開設
者・管理者の要件に、特定地域・診療
科で一定期間診療に従事することを加
える。そのほか、◇フリーランス医師
への対応◇医療事業継続に当たっての
優遇税制◇女性医師の支援 ─ など
も検討項目にあがった。

これらの医師偏在策について、委員
からは一定の強制力に対し、「これま
でより踏み込んだ」と評価する意見が
相次いだ。全日病副会長の神野正博委
員も、医師不足問題が医師偏在対策
だけで解決しないことを強調しつつ、

「何らかの強制策で偏在を解消する必
要がある」と方向性に賛意を示した。

当面9,262人の入学定員を維持
医学部の定員増に対しては、今後３

年間は現状の9,262人を維持すること
が示された。ただ2010 ～ 2019年度ま
での「新成長戦略」などに基づく医師
確保対策では、今後３年間も都道府県
ごとに原則10人までさらに増員を図る
ことが可能となっている。厚労省はこ
の部分に関して、「本当に必要な増員
であるのかを慎重に精査すべき」と、

増員は控えるべきとの考えを示した。
一方、深刻な医師不足に対応するた

め、2008 ～ 2017年度の期間で講じて
いる医師確保対策は、来年度末で期限
を迎えるが、当面延長が必要とした。

全日病会長の西澤寛俊委員は、これ
らの提案に対し、現状における医師の
絶対数の不足を「議論の前提にすべ
き」と強調。その上で、「これまで対
策を講じてもそれでは足りず、新たな
対策を講じることを繰り返した。余る
といいながら不足が続いた。今後はそ
うならない取組みが必要」と述べた。

厚労省が一定の強制力伴う医師偏在対策を示す
   

厚労省・医師需給検討会

今後の支援方針を話し合う鬼塚院長、陣内支
部長、井上支部長、織田副会長（左から）。
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